
人材育成に取り組む事業主の皆さまへ

令和4年9月1日から人材開発支援助成金の見直しを行います

＜令和４年12月２日の主な改正内容＞

人への投資促進コース（成長分野等人材訓練を除く）の１事業所が１年度（４月１
日から翌年３月31日まで）に受給できる助成限度額を、1,500万円から2,500万円に
引き上げました。

ＬL041202開企0７

１ 助成限度額の引き上げ

人材開発支援助成金（人への投資促進コース）の
助成率を引き上げるなど制度の改正を行いました

事業主が労働者に対して訓練を実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成する制度です。
このリーフレットでは、人への投資促進コースにおいて、令和４年12月２日から施行される主な改正内容に
ついてご紹介しています。

｢人材開発支援助成金｣とは

訓練コース名 対象者・対象訓練 共通の見直し 各コースの見直し

人への投資
促進コース

雇用保険被保険者を対象とした
定額制サービスによる訓練など

１ 助成限度額の引
き上げ

２ 定額制訓練の助成率の引き
上げ及び対象訓練の緩和

３ 自発的職業能力開発訓練の
助成率及び助成限度額の引
き上げ

４ 高度デジタル人材訓練の
支給対象訓練の追加

都道府県労働局・ハローワーク

２ 定額制訓練の助成率の引き上げ及び対象訓練の緩和

【変更点１】
経費助成率を以下のとおり引き上げました。

中小企業 大企業

45％
(＋15％)

30％
(＋15％)

中小企業 大企業

60％
(＋15％)

45％
(＋15％)

【変更点２】
訓練の実施目的が、職務に間接的に必要となるスキルや共通的なスキルを習得させ
るものである場合は、経費助成の対象となりませんが、これらに該当する場合であっ
ても、企業内においてデジタル・DX化やグリーン・カーボンニュートラル化を進め
るために実施する教育訓練である場合は、経費助成の対象としました。

※ （ ）内の助成率は生産性要件を満たした場合に加算される率です。



雇用関係助成金 受付窓口一覧
(厚生労働省ホームページ)

https://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/
kyufukin/toiawase.html

4 高度デジタル人材訓練の支給対象訓練の追加

都道府県労働局・ハローワーク

人材開発支援助成金 検索

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html

3 自発的職業能力開発訓練の助成率及び助成限度額の引き上げ

【変更点１】
経費助成率を、30％から45％（生産性要件を満たした場合はそれぞれの経費助成

率に15％を加算）に引き上げました。

【変更点２】
自発的職業能力開発訓練の１事業所が１年度（４月１日から翌年３月31日まで）に

受給できる助成限度額を、200万円から300万円（※）に引き上げました。

※ 表面「１ 助成限度額の引き上げ」に記載をした、人への投資促進コース（成長分野等人材訓練を除く）の助成限度額
2,500万円のうち、自発的職業能力開発訓練の助成限度額は300万円となります。

支給対象訓練に、国のデジタル人材育成プラットフォーム「マナビDX（デラック
ス）」（※１）に掲載されている講座のうち、講座レベルがITSS（※２）レベル４相当又
は３相当に区分される講座を支給対象訓練に位置付けました。

※１ 経済産業省と（独）情報処理推進機構（IPA）により、デジタル人材の育成を推進するため、デジタル知識・能力を
身につけるための実践的な学びの場として開設されたポータルサイト。
マナビDX：https://manabi-dx.ipa.go.jp/

※２ IPAが公表する各種IT関連サービスの提供に必要とされる能力を明確化・体系化した指標。

〈ATTENTION〉

各助成限度額の引き上げや経費助成率の引き上げについては、令和４年12月
２日よりも前に訓練実施計画届を提出している場合でも、訓練開始日が12月２
日以降である場合は、引き上げ後の助成限度額や経費助成率が適用されます。

本助成金のご利用にあたりご不明な点は、管轄の労働局･ハローワークにお問い合わせ下さい。
また、人材開発支援助成金では、上記の改正に加え、令和４年12月２日から「事業展開等リ
スキリング支援コース」を新設しています。詳細については厚生労働省ＨＰをご覧ください。

（引き上げ後の限度額等が適用される例）

令和４年12月２日
（制度改正の施行）

計画届提出 訓練開始

制度改正の施行前に
計画届を提出してい
る場合でも、訓練開
始が施行後であれば、
引き上げ後の限度額
や助成率を適用

計画届提出 訓練開始

引き上げ後の限度額や助成率を適用


